
本年 7月 1日（火）、渋川市民会館において群馬県未来構想フォーラム 2025が開催
されました。「ぐんま・県土整備プラン 2025に掲げる未来につながる社会資本整備」
をテーマに、この日訪れたおよそ 1,000人の聴衆が興味深く耳を傾けました。群馬土
地家屋調査士会からは、本会、公嘱協会、政治連盟および事務局に所属する約 10名が
参加しました。
フォーラムの前半は群馬県における道路、河川、砂防施設等の整備、維持管理につ
いて、これまでの県政の取り組みと今後のビジョンについて山本一太知事が熱く語り
ました。
災害に強く安定した経済活動が可能な社会（災害レジリエンス）を実現するため、
「情報」「体制」「訓練」の 3要素から成る災害対応組織の強化を政策に掲げている
のだそうです。
後半は石川県かほく市の油野和一郎市長および群馬県建設業協会の青柳剛会長が
フォーラムに加わり、能登半島地震における被害状況、復旧、震災後に浮き彫りに
なった課題についてパネルディスカッション形式で意見を交わしました。油野市長の
説明では、災害を想定して作成した防災計画も、それを凌駕する巨大地震の前では全
く役に立たなかったそうです。また地震発生後、土地の液状化現象により約 4,300件
の家屋が被災したこと、建物被害認定調査では群馬県から 82人の応援が駆けつけたこ
と、災害復旧において他県から多くの建設業者が尽力したことを知り、有事における
広域連携の重要性を改めて感じました。
フォーラム後に行われた来場者と知事との意見交換では、調査士会から新井会長と
井上広報事業部長が挙手しました。新井会長は震災後の復興事業に触れ、所有者不明
土地の存在が復旧の妨げになる場合があるので、その時はぜひ土地家屋調査士をご利
用ください、とアピールされました。井上部長は、静岡県が独自事業で行った県全域
の３次元点群データを公開し、災害対策だけでなくまちづくりや観光に活用している
実例を挙げ、群馬県でこういった取り組みを検討しているのかを質問しました。また
3次元点群データがあることで、測量作業も効率化すると予測され、女性技術者が取
り組みやすくなるので、事業検討してほしいと要望しました。調査士会としましては、
県との話し合いの場が持てるよう今後に対応する予定です。

〔記：副会長　関雅則〕






